
在外職員給与支給要領 

 

平成 29年 12月 15日 

要領 29第 44号 

改正 要領 30 第１号 

改正 要領令１第６号 

改正 要領令２第 13 号 

改正 要領令３第 35 号 

改正 要領令４第３号 

改正 要領令５第１号 

 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この要領は、日本国外で勤務する職員（以下「在外職員」という。）の給与等に関

する事項について定めることを目的とする。 

 

（給与等の種類） 

第２条 在外職員に支給するものは、在外給与及び在勤手当とし、次の区分のとおりとする。 

一 在外給与 

在勤俸給 

扶養手当 

賞与 

二 在勤手当 

在勤加俸 

配偶者手当 

子女教育手当 

住居手当 

２ 在勤手当は、在外職員が海外において勤務するのに必要な衣食住等の経費に充当する

ために支給されるものとする。 

 

第２章 在外給与 

 

（在勤俸給の決定） 

第３条 在勤俸給の号は、別表第１による。 



２ 在勤俸給の月額は、別表第２による。 

３ 職務内容等により前２項の規定によりがたい場合には、別に定めることができるもの

とする。 

 

（扶養手当） 

第４条 扶養手当は、扶養親族を有する在外職員に対し、独立行政法人中小企業基盤整備機

構職員給与規程（平成 16年 7月 1日規程 16第 6号。以下「職員給与規程」という。）第

11 条の規定に基づき支給する。ただし、第 10 条に規定する配偶者手当を受ける在外職

員の扶養手当は、配偶者に係る分については支給しない。 

 

（賞与） 

第５条 賞与は、年２回、６月１日及び 12月１日（退職した職員にあっては、当該退職し

た日。以下「基準日」という。）にそれぞれ在職する在外職員に対して、理事長が別に定

める日に支給する。 

２ 一事業年度の業績評価等に応じた年間賞与は、翌年度の６月１日及び 12月１日を基準

日とする賞与により、必要な調整を行った上で支給する。 

３ 賞与の年額は、基準日における賞与基礎月額（次項により算出される額をいう。）に別

に定める支給係数及び業績評価係数（一定期間における職員の業績評価に応じた係数を

いう。）を乗じた額を基礎として、在職期間に応じて支給する。 

４ 賞与基礎月額は、次の各号の一を合算した額とする。 

一 在勤加俸及び扶養手当を合算した額 

二 在勤加俸に独立行政法人中小企業基盤整備機構賞与支給要領（平成 16年 7月 1日要

領 16第 84号）別表第１に規定する等級区分に応じた職務加算率を乗じて得た額 

５ 年度の途中で退職した職員の賞与は、別に定めるところにより支給する。 

 

（給与等の支給日等） 

第６条 給与等（賞与を除く。）は、毎月 25日、その月額を支給する。ただし、支給日が独

立行政法人中小企業基盤整備機構就業規則（平成 16 年 7 月 1 日規程 16 第８号）第９条

に規定する休日（以下「休日」という。）に当たるときは、その直前の休日でない日に繰

り上げて支給する。 

２ 給与等は、円貨で支給する。ただし、理事長が特に必要と認める場合には、外貨で支給

することができる。 

３ 前項ただし書による支給を受けようとする者は、理事長に願い出るものとする。 

 

（支給方法） 

第７条 在勤俸給、扶養手当、在勤加俸、配偶者手当、子女教育手当及び住居手当の計算期



間は、月の一日から月の末日までとする。 

２ 在勤俸給、扶養手当、在勤加俸、配偶者手当、子女教育手当及び住居手当を支給する場

合であって、前項の計算期間の初日から末日まで支給するとき以外のときは、その額は、

当該計算期間の現日数より日曜日及び土曜日の日数を差し引いた日数を基礎として日割

りによって計算する。 

 

（支給期間） 

第８条 在勤俸給、在勤加俸及び住居手当は、在外職員が本邦から勤務地に到着した日の翌

日から、本邦に帰任するため勤務地を出発する日の前日まで（以下「在勤手当等の支給期

間」）支給する。 

２ 在外職員の配偶者に係る扶養手当は、在外職員の配偶者が本邦から勤務地に到着した

日まで支給し、在外職員の配偶者が帰国のためその地を出発する日から支給する。 

３ 配偶者手当は、在外職員の在勤手当等の支給期間中において、当該在外職員の配偶者が

当該在外職員の勤務地に到着した日の翌日（在外職員の配偶者が当該在外職員の勤務地

において配偶者となった場合にあっては、配偶者となった日）から、当該在外職員の在勤

手当等の支給期間の終了する日（その配偶者がその日の前に帰国する場合にあってはそ

の配偶者が帰国のためその地を出発する日の前日、その配偶者がその日の前に配偶者で

なくなった場合又は死亡した場合にあっては、配偶者でなくなった日又は死亡した日）ま

で、支給する。 

４ 子女教育手当は、在外職員の在勤手当等の支給期間中において、当該在外職員の年少子

女（第 11条第１項に規定する年少子女をいう。以下この項において同じ。）が当該在外職

員の勤務地に到着した日の翌日（在外職員の年少子女が当該在外職員の勤務地において

年少子女に該当することとなった者である場合にあっては、年少子女に該当することと

なった日）から、当該在外職員の在勤手当等の支給期間の終了する日（その年少子女がそ

の日の前に帰国する場合にあってはその年少子女が帰国のためその地を出発する日の前

日、その年少子女がその日の前に年少子女に該当しないこととなった場合又は死亡した

場合にあっては、年少子女に該当しないこととなった日又は死亡した日）まで、支給する。 

 

第３章 在勤手当 

 

（在勤加俸） 

第９条 在外加俸の月額は、職員給与規程別表第１に規定する俸給の月額の 100 分の 80 に

相当する額とする。 

 

（配偶者手当） 

第 10条 配偶者手当は、配偶者を勤務地に伴う在外職員に支給し、その月額は在勤俸給の



100 分の 20 に相当する額とする。 

２ 本邦に帰任した在外職員がやむを得ない事由により、理事長の許可を得て引き続き配

偶者を旧勤務地に残留させる場合には、180日以内の期間においてその事由の存する間従

前のとおり配偶者手当を支給することができる。 

 

（子女教育手当） 

第 11条 子女教育手当は、在外職員の子のうち次に掲げるもので主として当該在外職員の

収入によって生計を維持しているもの（以下「年少子女」という。）が本邦以外の地にお

いて学校教育その他の教育を受けるのに必要な経費に充当するために支給し、その月額

は、年少子女１人につき８千円とする。 

一 ３歳以上 18歳未満の子 

二 18歳に達した子であって、就学する学校（大学及びこれに準ずる学校を除く。）にお

いて 18歳に達した日に所属する学年（18歳に達した日がいずれの学年にも属さない場

合には、直前に所属していた学年をいう。）の開始日から起算して１年を経過する日ま

での間にあるもの 

２ 在外職員の年少子女（６歳以上の年少子女であって、学校教育法（昭和 22年法律第 26

号）に規定する小学校、中学校又は高等学校に相当する教育施設において教育を受けるべ

きものに限る。以下この項及び次項において同じ。）が在外職員の勤務地において学校教

育を受けるときは、当該在外職員に支給する子女教育手当の月額は、前項の規定にかかわ

らず、当該年少子女一人につき同項の額に、次の各号に掲げる額から自己負担額（我が国

における教育に関する支出の実態等を勘案し在外職員が年少子女の教育のために自ら負

担すべき額として理事長が別途定める額をいう。以下この項及び第４項において同じ。）

を控除した額を加算した額とする。 

一 適当な学校教育を受けるのに必要な授業料その他の経費（別に定める費目に係わる

ものに限る。以下この項及び第４項において「必要経費」という。）として理事長が当

該職員の勤務地において標準的であると認定する額 

二 現に要する当該年少子女に係わる必要経費の額 

３ 前項の場合において、在外職員の年少子女が学校教育を受ける地に海外に在留する邦

人の子女のための在外教育施設（理事長が別途指定する施設に限る。）が所在し、かつ、

当該年少子女が当該在外教育施設において教育を受けないことについて合理的な理由が

あるときは、加算される額は、15万円を限度とする。 

４ 在外職員の年少子女（６歳未満の年少子女又は６歳以上の年少子女であって学校教育

法に規定する幼稚園に相当する教育施設において教育をうけるべきものに限る。）が在外

職員の勤務地において学校教育を受けるときは、当該在外職員に支給する子女教育手当

の月額は、第１項の規定にかかわらず、当該年少子女１人につき、同項の額に、現に要す

る当該年少子女に係る必要経費の額から自己負担額を控除した額を加算した額とする。



この場合において、加算される額は、４万３千円を限度とする。 

 

（住居手当） 

第 12条 住居手当は、在外職員が居住している住宅の１か月に要する家賃の額（在外職員

の居住している住宅が家具付きである場合には、その額の 100 分の 90 に相当する額）

から当該家賃の額に別表第３の控除率欄に定める率を乗じて得た額を控除した額とする。

ただし、別表第３に定める額（配偶者を随伴しない在外職員にあってはその額の 100 分

の 80 に相当する額）を限度とする。 

２ 本邦に帰任した在外職員がやむを得ない事由により、理事長の許可を得て引き続き配

偶者を旧勤務地に残留させる場合には、180日以内の期間においてその事由の存する間従

前のとおり住居手当を支給することができる。 

 

第４章 給与等の特例 

 

（出張及び休暇帰国） 

第 13条 在勤俸給の支給期間中に本邦へ出張を命ぜられ、又は休暇帰国を許された在外職

員で勤務地を出発した日から勤務地に到着した日までの期間が 60日を超える場合には 60

日を超える期間についての在勤俸給は支給しない。 

２ 在外職員が休暇帰国の際、配偶者及び年少子女を随伴するときは、勤務地を出発した日

から勤務地に到着した日までの期間が 60 日を超えるものには 60 日を超える期間につい

ての配偶者手当及び子女教育手当は支給しない。 

 

（公租公課相当額の支給） 

第 14条 在外職員が勤務地において勤務に係る公租公課を課せられたときは、当該在外職

員にその公租公課の額に相当する額を支給する。 

 

第５章 雑則 

 

（雑則） 

第 15条 この要領の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則（要領 29第 44号） 

この要領は、平成 29年 12月 15日から施行する。 

 

附 則（要領 30第１号） 

この要領は、平成 30年４月１日から施行する。 



 

附 則（要領令１第６号） 

この要領は、令和元年６月 24日から施行し、平成 31年４月１日から適用する。 

 

附 則（要領令２第 13号） 

この要領は、令和２年６月 18日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

 

附 則（要領令３第 35号） 

この要領は、令和３年 11月１日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

 

附 則（要領令４第３号） 

この要領は、令和４年５月２５日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

 

附 則（要領令５第１号） 

この要領は、令和５年４月 26日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

 

別表第１ 

号俸表 

区分 １号 ２号 ３号 ４号 ５号 ６号 ７号 

職員給与規程

別表第１に定

める等級及び

号俸 

１等級１

号俸以上

の者 

２等級 17

号俸以上

の者 

３等級 29

号俸以上

の者 

４等級 59

号俸以上

の者 

４等級 39

号俸以上

の者 

４等級 16

号俸以上

の者 

５等級 42

号俸以上

の者 

 

別表第２ 

在勤俸給表 

（単位：円） 

勤務地別 １号 ２号 ３号 ４号 ５号 ６号 ７号 

バンコク 474,800 455,700 427,200 379,800 332,400 284,800 246,900 

 

別表第３ 

住居手当表 

勤務地別 控除率 単位 
１号及

び２号 
３号 ４号 

５号及

び６号 
７号 

バンコク 14.6% ﾀｲ･ﾊﾞｰﾂ 96,515 85,378 74,242 66,818 59,394 

 



備考 

勤務地別は、在外公館の名称及び位置並びに在外公館に勤務する外務公務員の給与に関 

する法律（昭和 27 年法律第 93 号）別表に準拠して定めるものとする。 

 


